



































































13） この時期の就学関係法令については、柏木敦『自1890年10月至1900年 8 月小学校令及び小学校令施行関






































































（責任）を明記）である。また、第 4、5 条では、同年 4月に文部省が制定した「学事表簿取
調心得」に基づいて、具体的な表簿名を加筆し、その手続きを提示した。
以後、これに則った就学政策が目指されたと考えられるが、必ずしもここに書かれた手続
のとおりに「処分」が行われたわけではなかった。「就学督責規則」から約 1年 5 か月後の


































































確認すること（第 4条）、猶予期間は 3年を超えてはならないこと、もし 3年以上になる事由
がある者は郡長に具申して県知事の指揮を乞うこと（第 6条）とされた。また、小学簡易科
についても、第 5条、第 8条に定められた。



































































































































































































































































































































































































































































程」の他、「阪田郡学事奨励規程」（1908（明治41）年 4月 1 日）や「蒲生郡貧窮児童教育奨
励規程」（1909（明治42）年10月 1 日）など郡の規程や、「甲賀郡油日村教育奨励規程」（1908
（明治41）年 4月 1 日）や「学齢児童就学奨励規程（野洲郡小津村）」（同年 4月 1 日）、「稲村
学齢児童就学奨励義会規則（愛知郡）」（同年12月）など村の規程も見られるようになる。す
なわち、県のレベルから郡村レベルへの広がりが確認できるのである。これらの規程が主な
対象にするのが、「貧困児童」の就学・出席である。明治末期に顕著になった「奨励」策につ
いては、稿を改めて検討する。
〔付記〕本稿は、科学研究費助成事業基盤研究（B）「義務教育制度成立過程における就学構
造の研究─地域史的アプローチ」（課題番号20H01635）の成果の一部である。
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